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１  東近江市における重層的支援体制整備事業の計画に向けて 

（ 1） 重層的支援体制整備事業の概要 

こ れまでの社会保障制度は、 高齢、 障害、 子ども 、 生活困窮の分野別に、 専門的な支

援を 充実さ せてき まし た。 し かし ながら 、 少子高齢化・ 人口減少が進み、 グロ ーバル化、

価値観の変化・ 多様性の受容などによ る社会構造の変化などを 背景に、 支え合い機能の

脆弱化や地域の担い手不足等が進む中において、 8050 問題やダブルケア、 ヤングケアラ

ー、 ひき こ も り のよう に、 複数の課題が複雑に絡み合っ ている世帯や、 どの制度にも 当

てはまら ないはざまのニーズ等、 従来の支援体制ではケアし き れない事例が顕在化し て

います。 また、 社会的孤立を 背景に、 課題を抱えながら も 、 必要な支援が届かないまま

状況が深刻化する事例も 増加し ています。  

こ のよ う な社会的背景を 受けて、 地域住民の複合化• 複雑化し た支援ニーズに対応す

る 包括的な支援体制が求めら れています。 その支援は、 こ れまでの福祉行政が担っ てき

た福祉制度の運用のみでは対応でき ず、 福祉制度と 協働し てき た地域福祉によ る 支援活

動が必要です。 重層的支援体制整備事業は、 部局横断的な連携体制を 強化し 、 地域福祉

を 強化する 役割を も つ体制整備を通じ て地域共生社会の実現を 目指し ていく 事業である

と 言えます。  

 

（ 2） 重層的支援体制整備事業における５ 事業の内容－社会福祉法第106条の４  

社会福祉法第 106 条の４ の重層的支援体制整備事業には、 表１ のよう に５ つの事業が

含まれており 、 実施計画上においては、 第１ 号から 第５ 号までの事業実施計画の策定と

なり ます。  

 

表１  ５ つの事業の機能と 既存制度の対象事業 
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５ つの事業の内容は、 第１ 号： 包括的相談支援事業（ イ から ニまでに掲げる全ての

事業を一体的に行う 事業） 、 第２ 号： 参加支援事業、 第３ 号： 地域づく り 事業（ イ か

ら ニまでに掲げる全ての事業を一体的に行う 事業） 、 第４ 号： アウト リ ーチ等を通じ

た継続的支援事業、 第５ 号： 多機関協働事業と なり ます。  

なお、 第１ 号： 包括的相談支援事業と 第３ 号： 地域づく り 事業は、 制度別に組み立

てら れた既存の事業であり 、 第２ 号、 第４ 号、 第５ 号は新規の事業です。  

第１ 号： 包括的相談支援事業では、 介護、 障害、 子育て及び生活困窮の分野ごと に

行われている相談支援を重層的支援体制整備事業において一体的に実施するこ と で、

相談者の属性に関わら ず、 地域住民から の相談を 幅広く 受け止め、 分野横断的に包括

的な支援体制を 整備し ます。 具体的な取組と し ては、 表１ のイ ロハ二の地域包括支援

センタ ーの運営、 障害者相談支援事業、 利用者支援事業及び自立相談支援事業におい

て包括的な相談を 受け止めるこ と 、 多機関協働事業と の連携を 行う こ と 、 重層的支援

会議を開催するこ と などが挙げら れます。  

第３ 号： 地域づく り 事業では、 第１ 号と 同様に分野ごと に行われている 地域づく り

に向けた支援の取組を 、 重層的支援体制整備事業において一体的に実施するこ と で、

属性を問わず、 地域住民を広く 対象と し つつ、 多様な地域活動が生まれやすい環境整

備を 行います。 具体的には、 表１ のイ ロ ハ二に加えて注） 生活困窮者支援等のための

地域づく り 事業を 活用し て、 世代や属性を超えて交流でき る場や居場所を 整備する こ

と 、 個別の活動や人のコ ーディ ネート を するこ と 、 多分野がつながるプラ ッ ト フ ォ ー

ムの形成を進めるこ と です。  

次に、 新規事業の第２ 号、 第４ 号、 第５ 号の内容を みると 、 第２ 号： 参加支援事業

は、 既存の社会参加に向けた事業では対応でき ない人に対し 、 本人やその世帯のニー

ズ・ 抱える課題などを 丁寧に把握し 、 社会と のつながり づく り に向けた支援を 行う 事

業です。 既存の社会資源の拡充や新たな社会資源の開拓により 、 多様な支援メ ニュ ー

を生み出し ていく こ と で、 既存の体制では対応でき ない個別性の高いニーズを 有し て

いる人に対し て、 社会と のつながり 作り に向けた支援を行える体制整備に取り 組みま

す。  

第４ 号： アウト リ ーチ等を 通じ た継続的支援事業は、 支援関係機関等と の連携や地

域住民と のつながり を 構築し 、 複雑化・ 複合化し た課題を抱えながら も 支援が届いて

いない人を把握するこ と 、 潜在的なニーズを抱える人に関する情報を得たのち、 本人

と 信頼関係に基づく つながり を形成する ために、 本人に対し て時間をかけた丁寧な働

き かけを行い、 関係を つく るこ と を目指す事業です。  

第５ 号： 多機関協働事業は、 複雑化・ 複合化し た事例に対応する支援関係機関の抱

える課題の把握や、 各支援関係機関の役割分担、 支援の方向性の整理と いっ た、 事例

全体の調整機能を 担う 事業で、 主に支援者を支援する役割を担う 事業です。 相談から

終結までの各機能と と も に、 「 重層的支援会議」 の開催と 運営・ 評価を 担います。  

 

（ 3） 求めら れる 5 つの事業の「 一体的な実施」  

「 重層的支援体制整備事業実施要綱」 （ 厚生労働省、 2021） では、 重層的支援体制整

備事業を 、 市町村において「 対象者の属性を 問わない相談支援」 「 多様な参加支援」

「 地域づく り に向けた支援」 を 一体的に実施するこ と によ り 、 地域住民の複合化• 複雑

化し た支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するこ と と 規定し ています。  
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上記の３ つの支援の「 一体的な実施」 を目指すために、 ５ つの事業における相互の関

係やそれぞれの事業に求めら れている 「 一体化」 を 、 図１ のよう に整理し まし た。 第５

号の多機関協働事業と 第４ 号のアウト リ ーチ等を 通じ た継続的支援事業は、 第１ 号の包

括的相談支援事業と と も に、 「 対象者の属性を問わない相談支援」 と し ています。  

「 一体的な実施」 を 、 ３ 段階での実施と し 、 ①３ つの支援の一体的実施、 ②新規と 既

存の事業間での一体的実施、 ③「 包括的相談支援（ 第１ 号） 」 と 「 地域づく り に向けた

支援（ 第３ 号） 」 はそれぞれの４ つの既存事業における横断的実施を 一体的実施と し て

います。  

 

             図１  一体的実施の推進の枠組み 

 
 

２  東近江市における重層的支援体制整備事業への取組経過  

 重層的支援体制整備に向けて、 本市はこ れまで３ つの取組を進めてき まし た。  

１ つ目は、 平成 29 年導入の「 包括的な支援体制の整備」 （ 社会福祉法第 106 条の 3） を

契機と し たモデル事業への取組と 令和２ 年「 重層的支援体制整備事業」 の導入において取

り 入れら れた「 移行準備」 （ 令和３ 年度から 令和５ 年度） です。 ２ つ目は、 平成 27 年「 生

活困窮者自立支援事業」 の導入を 契機と し た福祉行政の組織改編の取組です。 ３ つ目は、

東近江市第２ 次地域福祉計画の実施から 東近江市第３ 次地域福祉計画策定への流れと 、 重

層的支援体制整備事業の実施計画の策定と なり ます。 こ れら ３ つの段階や取組を 以下、

（ 1） から （ 3） に分けて整理し まし た。  

 

（ 1） 東近江市における２ つの段階（ モデル・ 移行準備） を経たプロセス  

表２ にある よ う に、 地域福祉計画の実施と と も に、 重層的支援体制整備事業へのプロ

セスを 進めてきまし た。 平成 29 年から 取り 組んでいる市第２ 次地域福祉計画を受けて、

国のモデル事業である 「 地域力強化推進事業」 を ４ 年間にわたっ て実施し てき まし たが、

市第２ 次地域福祉計画の進行管理を 行う 中で、 重層的支援体制整備事業の「 移行準備事

業」 へ取り 組んでいく こ と を 選択し まし た。 そし て市第３ 次地域福祉計画の中間年に当
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たる令和６ 年度に、 本格実施に移行するこ と を 踏まえ、 重層的支援体制整備事業の実施

計画の策定に取り 組みまし た。  

 

           表２  重層的支援体制整備事業へのプロセス 

 事業の取組 地域福祉計画等の策定・ 実施 

平成 29 年度 

モデル事業 

地域力強化推進事業 第２ 次地域福祉計画の実施 

平成 30 年度 

令和元年度 

令和２ 年度 

令和３ 年度 

移行準備事業 令和４ 年度 第３ 次地域福祉計画の実施 

重層的支援体制整備事業実施計画の策定 

重層的支援体制整備事業実施計画の実施 

令和５ 年度 

令和６ 年度 本格実施 

 

  移行準備への取組は、 表３ にあるよ う に、 開始さ れた初年度から 取り 組み、 上限と し

て設定さ れている３ 年間の期間を活用し まし た。  

  

表３  重層的支援体制整備事業の手上げ自治体の推移と 東近江市の位置 

 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

 本格 準備 計 本格 準備 計 本格 準備 計 

令和 

５ 年度 
－ － － － － － 

189 

1. 4 倍 

282 

( 東近江市)  

471 

1. 3 倍 

令和 

４ 年度 
－ － － 

134 

3. 2 倍 

225 

( 東近江市)  

359 

1. 3 倍 
内 134 内 181 － 

令和 

３ 年度 
42 

243 

( 東近江市)  
285 42 内 149 － 内 42  内 111 － 

モデル 
内 32 

76％ 
内 179 － 

99 

74% 
内 115 － 

内 125 

66% 
内 99 － 

 

①令和３ 年度 

  多機関協働事業を 試行的に実施し 、 健康福祉政策課と 社会福祉協議会に「 包括化推進

員」 を 配置し 、 包括化推進員を 中心に月１ 回の多機関協働推進会議を 開始し まし た。 参

加機関は福祉の相談支援を 行う ７ つの課と 社会福祉協議会であり 、 各機関で相談支援を

中心的に担う リ ーダー的な職員を「 サブ推進員」 と 位置付け、 多機関協働推進会議には

包括化推進員と サブ推進員が参加し 、 事例を通じ て多機関協働の在り 方について検討を

重ねまし た。     

②令和４ 年度  

  多機関協働推進会議を 継続し て実施し 、 事例検討に加えて、 参加し ていない機関や外

部の機関の業務についての学習や重層的支援体制整備事業についての研修を 行いまし た。  

「 フ ィ ールド ワーク ＋ワーク ショ ッ プ」 型の研修プログラ ムを ３ 回実施し まし た。 研修プ

ロ ジェ ク ト は、 ３ つの支援領域（ 相談・ 参加・ 地域づく り ） を 越境する 民間主導の取組を 現

場で学ぶと いう フ ィ ールド ワーク 型の研修と し て取り 組みまし た。 対象は、 地域福祉プロ ジ

ェ ク ト 委員（ 地域福祉関係部署の中堅職員で構成： 令和４ 年度は 15 名） を 中心と し て、 こ の

研修を 通し て「 重層的な思考」 を 身に付けた地域支援人材を 育成する と いう 目的を 持っ た研

修プログラ ムに着手し まし た。  
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③令和５ 年度 

  子育て支援セン タ ーと 学校教育課を メ ン バーと し て新たに加え、 多機関協働推進会議を 継

続し て実施し まし た。 参加機関の業務の更なる 理解を 目指し 年度初めに学習会を 実施し まし

た。 また福祉政策課の包括化推進員は、 各機関のサブ推進員から の要請に応じ る形で、 推進

員が実施するケース会議へ参加し 、 多機関の連携の推進と 定着を図り まし た。  

重層的支援体制整備事業の理解を庁内の各部署の人材に促進するこ と を目的に、 研修会を

まちづく り 協働課が実施し ている「 地域担当職員」 の研修機会である 「 共創塾」 と の合同開

催によっ て実施し 、 重層的支援体制整備事業が地域づく り と の協働を 目指し ている こ と を 共

通理解と し て深めるこ と ができ まし た。 また、 フ ィ ールド ワーク 型の研修プログラ ムも 継続

し て実施し 、 地域から の課題の解決に向けての合意形成の方法を 学ぶための取組等を研修の

教材と し て活用し まし た。  

 

（ 2） 福祉関連組織の改編 

 

表４  東近江市の福祉関連組織の改編 

平成 25 年度 平成 26 年度 令和３ 年度 令和５ 年度 

健康福祉こ ども 部 健康福祉部 健康福祉部 福祉部 

 

社会福祉課 

健康福祉政策課 健康福祉政策課 

福祉相談支援係 

福祉政策課 

福祉相談支援係 

社会福祉課 生活福祉課 生活福祉課 

いきいき支援課 

 高齢者支援 G 

 障害者支援 G 

介護予防 G 

福祉総合支援課 

  高齢者支援 G 

  障害者支援 G 

く ら し 相談支援 G 

 

→ 長寿福祉課 

→ 障害福祉課 

→ 健康福祉政策課 

 

長寿福祉課 長寿福祉課 

長寿福祉課 

高齢者支援係 

（ 地域包括支援センタ ー）  

長寿福祉課 

地域包括支援センタ ー 

障害福祉課 障害福祉課 
障害福祉課 

障害者支援係 

障害福祉課 

障害者支援係 

発達支援センタ ー 発達支援センタ ー 発達支援センタ ー 発達支援センタ ー 

健康推進課 
健康推進課 健康推進課 

健康医療部 

健康推進課 

地域医療政策課 地域医療政策課 地域医療政策課 

子ども 家庭課 

子ども 支援センタ ー 

幼児課 

幼児施設課 

こ ども 未来部 こ ども 未来部 こ ども 未来部 

子ども 家庭課 

子ども 支援センタ ー 

幼児課 

幼児施設課 

こ ども 政策課 

子育て支援センタ ー 

こ ども 相談支援課 

幼児課 

幼児施設課 

こ ども 政策課 

子育て支援センタ ー 

こ ども 相談支援課 

幼児課 

幼児施設課 

  

平成 26 年度において、 健康福祉政策課を新規で設置し 、 地域福祉計画の策定や進行管

理を中心に福祉政策を 企画する部署と し まし た。  

  令和３ 年には、 高齢・ 障害・ 生活困窮の相談支援を包括し ていた福祉総合支援課の業

務を 所管業務の明確化を図る ため、 高齢の相談は長寿福祉課、 障害の相談は障害福祉課

と 制度所管課に含め、 生活困窮者自立支援業務については健康福祉政策課にそれぞれ事

業移管し 、 現在の形と なり まし た。  
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（ 3） 市第３ 次地域福祉計画における「 重層的支援体制整備事業」 の位置付け 

①12 施策の体系 

市第３ 次地域福祉計画における 重層的支援体制整備事業において求めら れている

「 一体的な実施」 に関連する 項目は、 図２ の計画の体系図に基づく と 、 Ａ の施策１ ・

２ ・ ４ 、 Ｂ の施策５ ・ ８ において明示さ れています。 また、 Ｃ の多様な主体の協働と

いう 考え方も 、 「 一体的な実施」 の条件整備と 言えます。 そし て、 市第３ 次地域福祉

計画の施策 11-１ には、 「 本計画の推進を 通し て重層的支援体制整備事業に取り 組み

ます」 と 記載し ています。  

   つまり 、 市第３ 次地域福祉計画において「 一体的な実施」 の考え方はすでに取り 入

れら れており 、 Ａ の地域共生社会の実現では、 参加支援と 地域づく り 支援の一体化が、

Ｂ の地域福祉の推進では、 参加支援と 相談支援の協働を明示し ています。  

  

        図２  東近江市第３ 次地域福祉計画の施策体系 

 
 

②重層的支援体制整備事業の実施計画の策定 

市第３ 次地域福祉計画の策定に関わり 、 地域福祉に関わる 専門職や地域住民で構成

さ れ、 「 地域福祉計画推進委員会」 と 行政職員から なる 「 地域福祉プロジェ ク ト 委員

会」 は、 同計画の進行管理を 担っ ています。 その進行管理のなかで、 重層的支援体制

整備事業の実施計画の策定を担う 役割を果たし まし た。  

 

３  重層的支援体制整備事業の実施計画の体系 

（ 1） 重層的支援のための体制整備と 個別事業の計画の２ つから なる 体系 

図１ にあるよう に、 重層的支援体制整備事業は、 ３ つの支援等の一体的な実施を 行

う こ と と さ れており 、 同事業が地域共生社会の実現を 目指す事業であるこ と から 、 制

度のはざまなどの問題に対する相談支援だけでなく 、 参加支援や地域づく り に向けた

支援を 一体的に取り 入れるこ と で、 地域共生の社会づく り に着手するこ と が求めら れ

ています。  

そこ で、 個々の５ 事業の実施を 推進する 計画以外に、 個々の事業を一体的に実施す
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るための体制整備についても 計画的に推進する 必要があり ます。 重層的支援体制整備

事業の実施計画は、 図３ のよ う に、 「 一体的な実施のための体制整備の計画」 （ 体制

整備の計画） と 「 ５ つの個別事業実施のための計画」 （ 個別事業の計画） によ っ て構

成さ れる体系と し ています。  

 

図３  重層的支援体制整備事業実施計画の体系 

 

「 一体的な実施のための体制整備の計画」 は、 以下の４ つの柱と し ており 、 「 ５ つ

の個別事業実施の計画」 は、 第１ 号から 第５ 号の重層的支援体制整備事業によ っ て構

成さ れています。   

 

 

計画１  地域共生をめざす官民協働プラ ッ ト フ ォ ームの形成 

計画２  参加支援の取組に向けた調査・ プログラ ムの開発 

計画３  多機関協働と 庁内連携の推進のための体制整備 

計画４  地域づく り を めざす重層的な人材の発掘・ 育成 

 

 

（ 2） 重層的支援のための体制整備の４ つの機能 

重層的支援の一体的な実施を 実現するため、 体制整備の計画を 構想する上で、 次の

４ つの機能を 想定し ています（ 図４ ） 。 １ つ目は地域の課題や資源に対応し た事業を

作り 出すための試行的な「 プロジェ ク ト を 生み出す」 機能です。 ２ つ目は「 行政主導」

を 発揮し 、 地域のなかの課題を 把握する機能です。 ３ つ目は制度に捉われるのではな

く 、 より 機動的な支援である 「 横断的な支援」 を行う 機能です。 ４ つ目は、 こ れら の

機能を より 柔軟に進めるために求めら れる「 官と 民の多様な協働」 の機能です。  

重層的支援体制整備事業における一体的な実施を行う ための「 体制整備の計画」 を、

次の４ つの計画と し て設定し ています。 図４ に示すよう に、 ４ つの個々の計画は、 そ

れぞれに２ つの体制整備の機能を 備えています。  
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（ 3） 体制整備の４ つの計画と ５ つの個別事業の計画と の関連 

体制整備の４ つの計画と ５ つの事業の個別計画と の関係は図１ の５ 事業の配置に沿

っ て整理し たも のが、 図５ です。  

 

図５  体制整備の計画と 個別事業の計画の関連 

 
計画１ （ 地域共生を めざす官民協働プラ ッ ト フ ォ ームの形成－全市・ 地域別） では、

参加支援事業を、 計画２ （ 参加支援の取組に向けた調査と プロ グラ ムの開発） では、

アウト リ ーチ等支援を 、 計画３ （ 多機関協働と 庁内連携の推進のための体制整備） で

は、 包括的相談支援を 、 計画４ （ 地域づく り を めざす重層的な人材の発掘・ 育成） で

は、 多機関協働事業をメ イ ンと なる事業に位置付けています。  

-8-



 

 

なお、 ４ つの「 体制整備計画」 に含まれる５ つの事業は、 主導する事業以外にも 、

他の事業と 連携し ていく こ と で一体的な実施を 図っ ていき ます。  

 

（ 4） 計画期間： 市第３ 次地域福祉計画の見直し までの期間 

重層的支援体制整備事業の実施計画の期間は、 第３ 次地域福祉計画における 期間

（ 令和４ 年度から 令和８ 年度） と 整合性を 図る こ と から 、 令和６ 年度から 令和８ 年度

の３ 年間と し ています。 また、 実施計画である こ と から 、 毎年度に評価を行う こ と で

次年度の事業実施に修正を加えていく こ と を想定し ています。  

こ の評価に関し ては、 地域福祉計画推進委員会の場を 想定し ていますが、 計画１ に

おいて「 地域共生を めざす官民協働プラ ッ ト フ ォ ーム」 の形成を目指し ており 、 重層

的支援体制整備事業の実施計画の評価や協議の場を 形成さ れたプラ ッ ト フ ォ ームが担

う こ と も 視野に入れています。  

 

４ ． 重層的支援体制整備事業の「 一体的な実施のための体制整備の計画」  

 

計画１  地域共生を めざす官民協働プラ ッ ト フ ォ ームの形成－全市・ 地域別 

（ 1） 地域福祉計画と 融合し た推進 

施策12 官民協働を推進するためのプラ ッ ト フ ォ ームを 設置し ます 

方針Ａ  地域共生社会の実現に向けた多様な場と 仲間づく り  施策１ -４  

方針Ｃ  多様な主体の協働による地域福祉推進のための条件整備 施策９ -11  

 

（ 2） 計画の項目 

計画１ -１  「 地域共生社会推進プロジェ ク ト （ 仮称） 」 への取組 

 

図６  地域共生をめざす重層的なプラ ッ ト フ ォ ームの形成 

 
こ れまで東近江市では、 多様なネッ ト ワーク が形成さ れていますが、 地域共生社会の

実現を 目指し た幅広いプラ ッ ト フ ォ ームの形成は実現し ていないこ と から 、 重層的支援

体制整備事業の実施計画の実効性を 高める こ と を 視野に入れ、 「 地域共生社会推進プロ
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ジェ ク ト （ 仮称） 」 の実施に取り 組みます。  

同プロジェ ク ト の目的には、 こ れまでの民と 民、 官民協働や庁内における連携のネッ

ト ワーク の情報収集を はじ め、 本実施計画の周知と 実施に向けた参加者の確保等も 取り

入れます。 また、 地域での住民が担っ ている支え合い等の成果を反映するために、 計画

１ -２ の第２ 層協議体が進める 地域別官民協働の協議・ 協働の場での成果や課題を 反映

さ せます。  

 

計画１ -２  地域別の官民協働による地域課題解決のプロジェ ク ト を推進 

①  第２ 層協議体での協議・ 協働の成果の相互評価・ 相互支援の試み 

生活支援体制整備で進めている第２ 層協議体は 14 地区で高齢者の生活支援や活動の

場づく り のみなら ず、 世代や課題を 限定せずに地域における 幅広い支え合いを 進める

ための協議の場と なっ ています。 地域のお宝さ がし と し て多様な集いの場の把握やそ

れを 紹介する 冊子づく り 、 自治会単位の小地域活動の把握や支援の実績づく り も 進ん

でいます。  

第２ 層協議体での取組を 充実さ せる ために、 関連する 専門職や行政の担当課を つな

ぐ 役割を第１ 層協議体が担う と と も に、 地域別の情報交流や相互支援を試みます。  

②  第２ 層協議体の地域における位置付け 

   福祉法人や専門職が地域において住民と 協働するプラ ッ ト フ ォ ームと し て第２ 層協 

議体を 位置付け、 社会福祉協議会の地区担当職員が第２ 層協議体の支援を 担い、 第２

層協議体の支え合い推進員（ コ ーディ ネータ ー） や包括化推進員が協働し て、 相談支

援と 地域にある様々な参加支援の場と し ての位置付けを検討し ていきます。  

 

計画２  参加支援の取組に向けた調査と プログラ ムの開発 

（ 1） 地域福祉計画と 融合し た推進 

施策１  誰も が役割を持てる地域の拠点・ 居場所づく り  

  施策11 行政による地域福祉マネジメ ント を強化し ます 

 

（ 2） 計画の項目 

   地域福祉計画の施策１ と し て位置付けら れた「 誰も が役割を 持てる地域の拠点・ 居

場所づく り 」 の取組は、 重層的支援体制整備事業の参加支援事業を 推進するこ と で実

現が見込まれます。 参加支援事業の推進と し て、 ひき こ も り の方が社会的に孤立し な

いよ う につながり を 形成し 、 その結果、 社会における役割を 持つこ と ができ る 地域の

拠点・ 居場所づく り を 展望するための体制整備と し て、 ２ つのプロ ジェ ク ト に取り 組

みます。  

 

計画２ -１  ひき こ も り の実態調査プロジェ ク ト の推進 

  ひき こ も り 当事者の数を 把握するアウト リ ーチ型のプロジェ ク ト と し て、 「 ひき こ も

り の実態調査プロジェ ク ト 」 を立ち上げます。  

図７ のＡ と し ては、 調査プロ ジェ ク ト への参加協力者によるプラ ッ ト フ ォ ームの形成

を 目指し つつ、 庁内でのプロ ジェ ク ト チームを 結成し ます。 Ｂ と し て、 「 ひき こ も り 当

事者数」 を把握すると と も に、 こ れまでのひき こ も り 支援の実績・ 成果を把握し ます。  

なお、 「 ひき こ も り 当事者数」 を 把握する 上では、 新規に設置する 「 アウト リ ーチ担
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当者」 （ 社協に配置） による 調査活動を基本と し ています。 こ の調査プロジェ ク ト の結

果を 受けて、 市域においてどのよう な参加の場が、 どこ に必要なのかを 検討し ていき ま

す。  

なお、 包括的相談支援事業に関連する ４ つの事業を 担う 関係機関が横断的な協力を行

う こ と で調査が実施できる も のと 考えています。  

 

            図７  ひき こ も り の調査プロジェ ク ト  

 
 

計画２ -２  ひき こ も り のプログラ ム開発プロジェ ク ト  

 

図８  ひき こ も り 支援プログラ ム開発プロ ジェ ク ト  

 
 

   ひき こ も り の調査プロ ジェ ク ト の結果を 受けて、 まずＣ の先行する支援プロ グラ ム

の視察を Ａ のプラ ッ ト フ ォ ームのメ ン バーと 共に実施するこ と で、 多様な支援の在り

方や場づく り を学び、 Ｄ の場づく り のプロ ジェ ク ト において実施する事業において反

映さ せていき ます。 場づく り の内容と し ては、 当事者や当事者家族の参加でき る ワー

ク ショ ッ プ等を展望し つつ、 当事者が求める場づく り を 試行的に行う プロジェ ク ト へ

と 展開するこ と を目指し ます。  

 

計画３  多機関協働と 庁内連携の推進のための体制整備 

（ 1） 地域福祉計画と 融合し た推進 

施策５  支援のはざまをつく ら ないための課題発見と 相談支援の体制を構築し ます 

施策11 行政による地域福祉マネジメ ント を 強化し ます 

 

（ 2） 計画の項目 

こ れまでも 実施さ れてき た「 多機関協働推進会議」 において、 アウト リ ーチ等支援
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を 担う 人材を 補強する と と も に、 ２ 層制による 「 支援調整会議」 と の役割分担を 図り 、

こ れまで以上に重層的な体制整備の強化を 図り ます。 また、 所管課は庁内連携を 推進

し ます。  

計画３ -１  ２ 層制の多機関協働（ 推進会議・ 支援調整会議） の運営強化 

サブ推進員を含む定例的な支援事例の検討については、 支援調整会議が担います。  

多機関で関わる必要があるケースや参加支援の活用が検討さ れるケースにおいては、

包括化推進員が参加するこ と で、 関係機関から の支援調整会議への参加を促し ます。  

 

図９  多機関協働推進会議と 支援調整会議の整理 

 
 

計画３ -２  地域支援ミ ーティ ングの運営と 地域支援の活動の充実 

  社会福祉協議会に配置さ れる アウト リ ーチ支援員ある いは既存の包括化推進員は、 課

題を 抱える 人の情報を 地域から 拾い上げて、 社会福祉協議会の地区担当ワーカ ーや第２

層コ ーディ ネータ ーと の連携を 強め、 地域支援ミ ーティ ン グを 開催する こ と で、 地域支

援の活動を充実さ せます。  

 

計画３ -３  所管課による庁内連携のためのチーム形成 

所管課（ 福祉政策課） は、 庁内連携の多面的な展開を 図るため、 チーム形成等の体制

整備を 進めます。  

所管課の政策調整係は、 一体的な実施を目指し て庁内連携のマネジメ ン ト を 担います。  

福祉相談支援係は、 生活困窮者自立支援事業を 軸にし て、 相談支援と 参加支援の一体

的な実施を推進し ます。  

包括化推進員（ 直営） による 重層的支援におけるチーム形成を 進めます。 また、 計画

２ のひき こ も り への支援を 把握・ 実施する ために、 よ り 一層の庁内連携を進めていき ま

す。  
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図 10 所管課におけるチーム形成 

 
 

計画４   「 重層的な人材」 の発掘・ 育成と 地域づく り 事業の一体的実施  

（ 1） 地域福祉計画と 融合し た推進 

施策４  地域共生社会を共に創る仲間づく り を 応援し ます 

施策８  相談支援と 参加支援を つなぐ 人材を育成し ます 

施策12 官民協働を 推進するためのプラ ッ ト フ ォ ームを設置し ます 

 

（ 2） 計画の項目 

重層的な人材の発掘・ 育成への取組は、 重層的支援体制整備事業への移行準備のな

かで、 「 重層的な思考」 をも つ地域支援人材の対象の拡大を図っ てきまし た。  

 

 図 11 人材育成への取組経過 

 
重層的支援体制整備事業の体制整備の計画では、 専門職や行政が担う 「 重層的な地

域支援人材」 、 地域住民や企業が担う 「 重層的な地域人材」 と の融合型のフ ィ ールド

ワーク 研修を 実施し ていき ます。 フ ィ ールド ワーク 型の研修を 実施するこ と で、 地域

づく り に向けた支援事業と し ての成果を生み出すこ と も 想定し ています。  
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計画４ -１  重層的な地域支援人材の育成 

地域づく り に向けた支援の事業化の一環と し て、 自分の分野から 一歩踏み出し て活

動する重層的な地域支援人材の育成を 、 地域づく り において共通する点がある こ と か

ら 、 まちづく り 協働課と 連携し て推進し ます。  

 

計画４ -２  重層的な地域人材の発掘 

地域住民や企業の中から 「 重層的な地域人材」 を 発掘する 事業に取り 組みます。 そ

の取組において、 社会福祉協議会や庁内関係各課と 協力し て実施し ていきます。  
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重
層

的
支

援
体

制
整

備
事

業
に

お
け

る
「

５
つ

の
事

業
」

対
象

事
業

事
業

目
的

・
内

容
実

施
形

態
担

当
課

名

イ
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

運
営

高
齢

者
等

の
地

域
住

民
が

住
み

慣
れ

た
地

域
で

安
心

し
て

過
ご

す
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

、
包

括
的

及
び

継
続

的
な

支
援

を
行

う
地

域
包

括
ケ

ア
の

推
進

を
目

的
と

す
る

。

「
総

合
相

談
支

援
業

務
」

「
権

利
擁

護
業

務
」

「
包

括
的

・
継

続
的

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

支
援

業
務

」
「

介
護

予
防

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

」
を

行
う

。

直
営

（
一

部
委

託
）

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

ロ
障

害
者

相
談

支
援

事
業

一
般

的
な

相
談

支
援

事
業

に
加

え
、

特
に

必
要

と
認

め
ら

れ
る

能
力

を
有

す
る

専
門

的
職

員
を

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

等
に

配
置

す
る

こ
と

や
、

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

等
が

地
域

に
お

け
る

相
談

支
援

事
業

者
等

に
対

す
る

専
門

的
な

指
導

・
助

言
、

情
報

収
集

・
提

供
、

人
材

育
成

の
支

援
、

地
域

移
行

に
向

け
た

取
組

等
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

相
談

支
援

機
能

の
強

化
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。

事
業

検
討

中
障

害
福

祉
課

利
用

者
支

援
事

業
（

基
本

型
）

身
近

な
場

所
で

、
当

事
者

の
目

線
に

た
っ

た
寄

り
添

い
型

の
支

援
を

行
う

利
用

者
支

援
事

業
と

、
地

域
に

お
け

る
子

育
て

支
援

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

基
づ

く
地

域
連

携
を

行
っ

て
い

る
。

直
営

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー

利
用

者
支

援
事

業
（

特
定

型
）

子
育

て
家

庭
等

か
ら

の
保

育
サ

ー
ビ

ス
に

関
す

る
相

談
に

応
じ

、
地

域
に

お
け

る
保

育
所

や
各

種
の

保
育

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

情
報

提
供

や
利

用
に

向
け

て
の

支
援

な
ど

を
行

う
。

直
営

幼
児

課

こ
ど

も
家

庭
セ

ン
タ

ー
型

（
仮

称
）

こ
ど

も
家

庭
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
は

、
保

健
師

等
が

中
心

と
な

っ
て

行
う

各
種

相
談

等
（

母
子

保
健

機
能

）
を

行
う

と
と

も
に

、
こ

ど
も

家
庭

支
援

員
等

が
中

心
と

な
っ

て
行

う
こ

ど
も

等

に
関

す
る

相
談

等
(児

童
福

祉
機

能
)を

一
体

的
に

行
う

。

妊
娠

期
か

ら
子

育
て

期
に

わ
た

る
ま

で
の

母
子

保
健

や
育

児
に

関
す

る
妊

産
婦

等
か

ら
の

様
々

な
相

談
に

応
じ

、
そ

の
状

況
を

継
続

的
に

把
握

し
、

支
援

を
必

要
と

す
る

場
合

は
、

情
報

提
供

と
支

援
プ

ラ
ン

の
作

成
な

ど
の

支
援

を
行

う
。

直
営

こ
ど

も
相

談
支

援
課

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー

健
康

推
進

課

ニ
自

立
相

談
支

援
事

業
生

活
困

窮
者

が
困

窮
状

態
か

ら
早

期
に

脱
却

す
る

た
め

に
、

包
括

的
な

相
談

支
援

を
実

施
。

ま
た

就
労

支
援

に
つ

い
て

「
わ

た
む

き
の

里
福

祉
会

（
働

き
・

暮
ら

し
応

援
セ

ン
タ

ー
）

」
と

就

労
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
滋

賀
（

若
者

就
労

サ
ポ

ー
ト

）
に

一
部

委
託

し
て

い
る

。

直
営

（
一

部
委

託
）

福
祉

政
策

課

第
２

号
参

加
支

援
参

加
支

援
事

業
一

般
的

な
職

業
に

就
く

「
一

般
就

労
」

が
難

し
く

生
活

支
援

が
必

要
な

対
象

者
の

社
会

参
加

を
目

指
す

「
参

加
支

援
」

の
促

進
と

、
地

域
の

活
性

化
に

向
け

た
中

間
的

就
労

支
援

体
制

の
整

備
を

目
的

と
す

る
。

委
託

福
祉

政
策

課

イ
地

域
介

護
予

防
活

動
支

援
事

業
高

齢
者

が
地

域
社

会
の

一
員

と
し

て
、

健
康

で
自

分
ら

し
く

生
涯

を
送

る
た

め
、

自
ら

の
能

力
を

生
か

し
、

楽
し

み
な

が
ら

地
域

社
会

に
貢

献
す

る
活

動
を

行
っ

た
り

、
地

域
で

の
交

流
を

深
め

、
地

域
の

連
帯

感
や

見
守

り
意

識
を

高
め

る
た

め
の

場
づ

く
り

を
支

援
す

る
。

補
助

⾧
寿

福
祉

課

ロ
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業

高
齢

者
が

住
み

慣
れ

た
地

域
で

生
き

が
い

を
も

っ
た

暮
ら

し
を

継
続

し
て

い
く

た
め

に
は

、
介

護
保

険
等

で
は

提
供

で
き

な
い

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

及
び

高
齢

者
等

が
主

体
と

な
っ

た
活

動

が
重

要
で

あ
る

。

こ
れ

ら
の

活
動

や
支

え
合

い
の

地
域

づ
く

り
を

推
進

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

配
置

、
第

１
層

（
市

域
）

協
議

体
の

運
営

や
、

第
２

層
（

地
区

単
位

）

協
議

体
の

支
援

を
行

う
。

第
１

層
は

社
会

福
祉

協
議

会
に

委
託

。
第

２
層

は
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
で

応
募

。
実

績
と

し
て

は
各

ま
ち

協
な

ど
。

委
託

⾧
寿

福
祉

課

ハ
地

域
活

動
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業

障
害

者
等

が
通

い
、

創
作

的
活

動
又

は
生

産
活

動
の

機
会

の
提

供
、

社
会

と
の

交
流

の
促

進
等

を
目

的
と

す
る

地
域

活
動

支
援

セ
ン

タ
ー

の
強

化
を

図
る

。
2
箇

所
で

精
神

障
害

者
の

サ

ロ
ン

を
運

営
し

て
い

る
。

圏
域

２
市

２
町

で
機

能
強

化
事

業
と

し
て

委
託

。

委
託

障
害

福
祉

課

ニ
地

域
子

育
て

支
援

拠
点

事
業

家
庭

及
び

地
域

に
お

け
る

子
育

て
機

能
の

低
下

、
子

育
て

中
の

保
護

者
の

孤
独

感
及

び
不

安
感

の
増

大
等

に
対

応
す

る
た

め
、

「
子

育
て

親
子

の
交

流
の

場
の

提
供

と
交

流
の

促
進

」
「

地

域
の

子
育

て
関

連
情

報
の

提
供

」
「

子
育

て
及

び
子

育
て

支
援

に
関

す
る

講
習

等
の

実
施

」
な

ど
を

目
的

に
地

域
子

育
て

支
援

拠
点

を
運

営
・

委
託

し
て

い
る

。
直

営
・

委
託

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー

地
域

づ
く

り
事

業

福
祉

制
度

の
は

ざ
ま

を
作

ら
な

い
新

た
な

仕
掛

け
を

創
出

す
る

こ
と

に
よ

り
、

地
域

の
多

様
な

主
体

に
よ

る
協

働
の

仕
組

み
づ

く
り

の
推

進
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。

防
災

と
保

健
・

福
祉

の
取

り
組

み
を

切
れ

目
な

く
連

結
さ

せ
、

高
齢

者
や

障
害

者
な

ど
要

配
慮

者
の

災
害

時
に

お
け

る
地

域
支

援
を

強
化

す
る

。
ま

た
、

地
域

の
自

主
防

災
組

織
や

見
守

り

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
育

成
す

る
こ

と
で

、
地

域
の

つ
な

が
り

や
支

え
合

い
の

仕
組

み
が

強
化

さ
れ

、
地

域
住

民
の

社
会

参
加

や
要

配
慮

者
の

孤
立

を
防

ぐ
こ

と
を

期
待

す
る

。

委
託

福
祉

政
策

課

第
４

号
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
等

を
通

じ
た

継

続
的

支
援

ア
ウ

ト
リ

ー
チ

等
を

通
じ

た

継
続

的
支

援
事

業

各
地

区
の

社
会

福
祉

協
議

会
や

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

な
ど

の
関

係
機

関
と

の
連

携
を

通
じ

て
、

地
域

の
状

況
等

に
係

る
情

報
を

幅
広

く
収

集
す

る
と

と
も

に
、

地
域

住
民

と
の

つ
な

が

り
を

構
築

す
る

中
で

、
複

雑
化

・
複

合
化

し
た

課
題

を
抱

え
、

ひ
き

こ
も

り
な

ど
の

支
援

が
届

か
な

い
者

を
早

期
に

把
握

し
、

良
好

な
つ

な
が

り
を

形
成

し
つ

つ
、

必
要

な
支

援
へ

と
つ

な

ぐ
体

制
構

築
を

目
的

と
す

る
。

直
営

（
一

部
委

託
）

福
祉

政
策

課

第
５

号
多

機
関

協
働

多
機

関
協

働
事

業
複

雑
化

・
複

合
化

し
た

課
題

に
的

確
に

対
応

す
る

た
め

に
、

制
度

ご
と

の
相

談
支

援
機

関
を

総
合

的
に

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
す

る
た

め
、

相
談

支
援

包
括

化
推

進
員

を
配

置
し

、
チ

ー
ム

と
し

て
包

括
的

・
総

合
的

な
相

談
支

援
体

制
を

構
築

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。

直
営

（
一

部
委

託
）

福
祉

政
策

課

機
能

地
域

づ
く

り
に

向
け

た
支

援
第

３
号

第
１

号
包

括
的

相
談

支
援

利
用

者
支

援
事

業
ハ
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３  用語解説 

  ※頁数は初出 

  用語 説明 頁 

あ 

アウト リ ーチ等

を通じ た継続的

支援 

地域の状況等に係る情報を 幅広く 収集すると と も に、 地

域住民と のつながり を 構築する中で支援ニーズのある者

を把握し 、 必要な支援が届いていない人に支援を届ける

目的で、 本人と の信頼関係の構築に向けた支援に力点を

置いている事業です。  

１  

さ  サブ推進員 

保健センタ ー、 発達支援センタ ー、 障害福祉課、 生活福

祉課、 地域包括支援センタ ー、 福祉政策課、 こ ども 相談

支援課、 子育て支援センタ ー、 学校問題対策支援室、 社

会福祉協議会等から 選出さ れる。  

12 

さ  参加支援事業 

重層的支援体制整備事業の中の１ つの事業で、 ①社会と

のつながり を 作るための支援を行う 、 ②利用者のニーズ

を踏まえた丁寧なマッ チングやメ ニュ ーをつく る、 ③本

人への定着支援と 受入れ先の支援を行う 、 の３ 点を行う

と さ れています。   

１  

じ  重層的支援会議 

厚生労働省では重層的支援会議を「 多機関協働事業にお

いて実施し 、 関係機関間の連携やプラ ンの適切さ 、 支援

の終結、 資源の把握や創出等について検討するための会

議」 と 位置付けています。 本市では、 体制整備や個別プ

ラ ンについて検討する場を 「 多機関協働推進会議」 と し

ています。  

２  

じ  
重 層 的 支 援体 制

整備事業 

重層的支援体制整備事業が目指す包括的な相談支援体制

は、 新し い窓口等を設置するも のではなく 、 既存の相談

支援の機関等が全ての住民を対象と し て、 相談支援、 参

加支援、 地域づく り を 一体的に行う 事や継続的な伴走支

援を 行える体制を 整えるこ と を目指し ています。  

３  

し  支援調整会議 

プラ ン案の共有やプラ ン案の適切性を 協議する場であ

り 、 支援調整会議での協議を通し て、 支援の質を担保す

ると と も に、 地域に不足する社会資源について把握し 、

社会資源の創出に向けた検討を行っ ていく こ と ができ ま

す。  

12 

し  社会資源 

ニーズを充足するために（ 生活困窮者支援） 用いら れる

有形無形の資源であり 、 制度、 機関、 人材、 資金、 技術

や知識等の総称です。  

２  

せ 
生活支援コ ーデ

ィ ネータ ー 

生活支援体制整備事業において配置さ れており 、 市域

（ 第１ 層） を 担当するコ ーディ ネータ ー（ 市社協） と 14

地区の協議体の運営等を担う 第２ 層コ ーディ ネータ ー

（ 地域住民や社会福祉法人職員等） が活動し ています。

本市では、 第１ 層のコ ーディ ネータ ーを「 地域支え合い

コ ーディ ネータ ー」 、 第２ 層のコ ーディ ネータ ーを「 地

域支え合い推進員」 と 呼んでいます。  
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  用語 説明 頁 

せ 
生 活 支 援 体制 整

備事業 

行政が第１ 層協議体及び地域支え合いコ ーディ ネータ ー

と 協働し 、 地域ニーズの把握や資源開発に取り 組みま

す。 本市では「 いっ そう 元気！東近江」 と し て開催し て

います。  

市内 14 地区を単位と する第２ 層協議体及び地域支え合

い推進員は、 各地区の課題把握や資源の見える化（ 宝物

探し ） に取り 組んでいます。  

10 

た 
多機関協働推進

会議 

重層的支援体制整備事業において、 庁内連携や体制整備

を検討する場と し て、 多機関協働推進会議を位置付けて

います。  

４  

だ 

第 １ 層 協 議 体

（ い っ そ う 元

気！東近江）  

生活支援体制整備事業において設置さ れた協議体で、 支

え合いの地域づく り を 検討する場です。 様々な団体が参

加し 、 課題の共有や取組の検討、 情報発信などを行っ て

います。  

10 

だ 第２ 層協議体 

生活支援体制整備事業において設置さ れた、 14 地区ごと

に支え合いの地域づく り を 検討する協議体です。 地域の

実情に合わせて既存の話し 合いの場を 活用し 、 話し 合い

を行っ ています。   

10 

ち 
地域支え合い推

進員 

生活支援コ ーディ ネータ ーのう ち、 14 地区で活動するコ

ーディ ネータ ーです。 地域における居場所づく り や支え

合い活動に向けて、 第２ 層協議体の話し 合いの場を支援

し たり 、 活動のサポート 等をし ます。  

10 

ち 
地域づく り 支援

事業 

重層的支援体制整備事業の中の１ つの事業で、 既存の

「 地域介護予防活動支援事業」 「 生活支援体制整備事

業」 「 地域活動支援センタ ー事業」 「 地域子育て支援拠

点事業」 「 生活困窮者支援等のための地域づく り 事業」

を通し て、 以下の３ 点に取り 組みます。  

①世代や属性を越えて交流でき る場や居場所を 整備す

る。  

②交流・ 参加・ 学びの機会を生み出すために個別の活動

や人をコ ーディ ネート する。  

③地域のプラ ッ ト フ ォ ームの形成や地域における活動の

活性化を図る。  

１  

は 

8050 問題 

（ は ち ま る ご ー

まる）  

「 80」 代の親が「 50」 代の子ども の生活を支えると いう

問題です。 背景に子ども の「 ひき こ も り 」 があり ます。

ひき こ も り と いう 言葉が社会に出始めるよう になっ た

1980 年代～90 年代は若者の問題と さ れていまし たが、

約 30 年が経ち、 当時の若者が 40 代から 50 代、 その親

が 70 代から 80 代と なり 、 長期高齢化し ています。 こ う

し た親子が社会的に孤立し 、 生活が立ち行かなく なる深

刻なケースが課題と なっ ています。  

1 

ひ ひき こ も り  

様々な要因の結果と し て社会的参加（ 就学、 就労、 家庭

外での交遊など） を回避し 、 原則的には６ 箇月以上にわ

たっ ておおむね家庭にと どまり 続けている状態を指す現

象概念です。  

（ 他者と 交わら ない形での外出をし ていても よい）  

1 
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  用語 説明 頁 

ほ 包括化推進員 

多機関協働推進会議を 運営する役割を 担う 他、 ①各相談

支援機関の業務内容の理解、 ②それら と の連携方法、 ③

地域住民の福祉ニーズの把握方法、 ④地域に不足する社

会資源創出の手法等の検討を行う 役割を担います。   

４  

や ヤングケアラ ー 

法令上の定義はあり ませんが、 一般に、 本来大人が担う

と 想定さ れている家事や家族の世話などを日常的に行っ

ている子ども と さ れています。 責任や負担の重さ によ

り 、 学業や友人関係などに影響が出てし まう こ と があり

ます。  

1 
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